
｜ウランバートル会議｜核軍縮プロセスで個々の国家の役割を強調 

 

【ニューヨーク／ウランバートル IDN＝ジャムシェッド・バルーア】 

 

国際連合安全保障理事会（安保理）は、これまでで最大規模の核実験（通算６回目）に踏

み切った朝鮮民主主義人民共和国（DPRK）に対して、全会一致で制裁強化に合意する一方、

６か国協議の再開を呼びかけた。 

 

中国・北朝鮮・日本・韓国・ロシア・米国による多国間協議を訴えることで、１５カ国か

ら成る安保理は「朝鮮半島情勢に対する、平和的、外交的、政治的解決へのコミットメン

ト」を表明した。 

 

この問題はまた、ニューヨークから１万１５０キロも離れたウランバートルで８月３１日

から９月１日に開催された「核軍縮問題に関する国際会議：グローバル及び地域の側面」

でも注目を集めた。ウランバートルは、南を中国、北をロシアと接しているモンゴルの首

都である。 

 

会議は、モンゴルのジャルガルサイハン・エンクサイハン元国連大使が事務局長を務める

NGO「ブルーバナー（青旗）」が、モンゴルが一国非核兵器地位を宣言してから２５周年を

記念して主催したものである。 
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冷戦期の教訓を念頭に置きながら、モン

ゴルのポンサルマーギーン・オチルバト

大統領は１９９２年９月、国連総会にお

いて同国を非核兵器地帯にすることを宣

言し、その地位を国際的に保証してもら

うことを訴えた。 

 

この提案の目的は、モンゴルが領内に核兵器を保有しておらず、したがって非核の状態に

あることを世界に対して明確に宣言することにあった。そうすることによって、冷戦期と

は異なり、モンゴルから近い国も遠い国も、同国内に核兵器を置くことが認められず、５

つの核兵器国（安保理常任理事国の五大国である中国、ロシア連邦〔当時はソ連〕、米国、

英国、フランス）から安全保証を得ようと試みるものだった。 

 

非核地位に対する国際的な承認を得ようとのモンゴルの取り組みは、１９９８年１２月４

日、国連総会決議５３／７７D という形で結実することになる。これは、モンゴルの目標

を歓迎し、次回会合の議題としてこれを取り上げることを決めたものだ。 

 

２０００年２月２８日、モンゴルのエンクサイハン国連大使は、モンゴルの非核法を概説

した書簡を提出し、A／５５／５６S／２０００／１６０として配布した。こうして、モン

ゴルの非核地位に対する国際的承認は完成した。 

 

ウランバートル会議では、一国非核地位をモンゴルの安全保障を確保する重要な国家的措

置だとする声明を採択した。「それはまた、生まれつつある核兵器なき世界におけるグレー

ゾーンを埋める斬新な国際的措置でもある。」と声明は述べた。 

 

声明はまた、「今日、モンゴルは、政治的・外交的手段を通じて、主権国家間の平等、相互

尊重、共通の目的に向けた協働の原則に基づく粘り強い対話と協議を通じて、平和と地域

の安定を強化する非核兵器地位を促進する積極的な政策を進めており、これに対する国際

的承認と協力を享受している。」と述べている。 

 

安保理の常任理事国でもある五大核兵器国（P５：中国・ロシア・米国・英国・フランス）

は２０１２年、モンゴルの非核地位を尊重し、それに違反するような如何なる行為も行わ

ないことを約束した共同声明を発している。 

 

「この約束は、通信、監視、情報収集、兵器の訓練やその他の目的を含め、核兵器システ

ムのために P５がモンゴルの領土を利用しないということを意味する。」と声明は強調した。 
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北東アジアのみならず米国や欧

州からも集まった参加者らは、モ

ンゴルの非核兵器地位を東アジ

アの安全保障枠組みの有機的な

一部分にしようとの政策や、北東

アジア非核兵器地帯の確立とい

う目標を促進するうえで自国の

経験を積極的に共有しようとす

る政策に対して、支持を表明した。 

 

会議は一般公開され、日本の立命館大学で政治学を学ぶ学生らも、とりわけ核軍縮におけ

る個別国家の役割に関するセッションに参加した。日本は米国の「核の傘」の下にあるた

め、７月７日に採択された核兵器禁止条約の交渉会議からは距離を取っていた。 

 

声明は「モンゴルは、核兵器なき世界という共通の目標を推進するうえで、個々の国家に

よる努力が重要であることを示した。一国非核地位は、他の国々にとって、対話と革新的

なアプローチを通じて共通の課題に対処するよき先例となっただけでなく、地理的な位置

や政治的な理由によって既存の（地域）非核兵器地帯に加入できていない国々にとっても、

創造的思考を鼓舞するものとなっている。」と指摘している。 

 

エンクサイハン元国連大使は、この会議は「核兵器なき世界の実現という共通の目標に向

かって共同で進むための効果的な戦略を促すこと」を目的としたものだと語った。 

 

こうした戦略とは例えば、国連核兵器禁止条約の採択や、それが核軍縮協議に与えうる影

響である。これは、次の論理的かつ実践的なステップであり、非核兵器国の重要な役割に

なるだろう。「（今回の会議では）イランや北朝鮮のケースが核不拡散条約（NPT）や核不

拡散体制一般に与えうる影響に関する興味深い議論もありました。」とエンクサイハン元国

連大使は語った。 

 

会議の参加者らは、地域レベルに関する協議では、北朝鮮の核兵器問題にどう対処すべき

かについて諸見解を共有した。多くの参加者が、米朝が無条件に直接協議に進む必要性を

強調した。これは、緊張状態を緩和し、武力行使やその威嚇を排除することを視野に入れ

たものだ。 

 

一部の参加者は、６カ国協議当事者間の関係を念頭に、核安全保障問題で積極的な外交政

策を展開してきた経験を持つ小国としてモンゴルの参加を得て、ウランバートルで新たな
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交渉の枠組みを試みてみる価値はあ

る、と提案した。また、北朝鮮を巡

る現在の状況下では、モンゴルが積

極的な役割を果たしうるとの提案も

なされた。 

 

会議が採択した声明は、冷戦は２０

年以上前に終結したが、平和の配当

は高い期待に見合うものではなかっ

たと指摘して、モンゴルの役割の重

要性を強調した。 

 

声明が指摘するように、国際社会は、核兵器システムが継続的に近代化されている現状を

警戒している。核兵器を保有する国の数は、（NPT が採択された当時の５カ国から９カ国へ

と）ほぼ２倍になった。各種新型の核兵器の開発と通常兵器の進化は、両者の境界を曖昧

にしているほか、戦略核兵器と非戦略核兵器の境界も曖昧にしている。 

 

核兵器をさまざまな爆発力に「調整」し、その使用のしきいを下げる可能性は、核兵器を

より「使用可能」なものにしてしまっている。「この状況では、核兵器の使用や使用の威嚇

に対する唯一の効果的な保証となり、『ノーモアヒバクシャ（＝これ以上被爆者をださない

状況）』を確実にするものは、核兵器の完全なる廃絶のみである。」と声明は強調した。 

 

さらに声明は、「核兵器が存在する限り、意図的であれ、偶発的であれ、あるいは他の理由

であれ、核兵器が爆発すれば、人類の生存そのものが脅かされ、地球規模の保健や食料安

全保障が危機に陥り、世界の気候も深刻な悪影響を受けることになる。核兵器保有国には、

自国の核戦力を解体する直接的かつ究極の責任がある。」と指摘している。 

 

「しかし、核が廃絶されるまでの間、７月の核兵器禁止条約採択に見られるように、非核

兵器国にも果たすべき重要な役割がある。」と会議参加者らは語った。 

 

「非核兵器地帯の確立は核軍縮に向けた効果的な地域的措置となる。関連する地域で核兵

器を禁止することによって、平和と安定の促進というNPT上の約束を超えて、地域の信頼

と安定の強化に資することができる」とウランバートル会議の声明は続けている。
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